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１．耐震安全性評価の経緯

平成18年9月19日
 

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の改訂

平成19年7月16日
 

新潟県中越沖地震発生

平成19年9月20日
 

柏崎刈羽原子力発電所で観測された地震波にて、安全上
重要な機能を有する主要設備の耐震安全性を確認

平成20年3月31日
 

代表プラントとして、福島第一５号機、福島第二４号機に

おける安全上重要な機能を有する主要設備の耐震安全性評価
中間報告書を国に提出

⇒原子力安全・保安院（H21.7.21）
原子力安全委員会（H21.11.19）にて妥当性を確認

平成21年4月3日
 

福島第二１～３号機における安全上重要な機能を有する

主要設備の耐震安全性評価中間報告書を国に提出

平成21年6月19日
 

福島第一１～４号機、６号機における安全上重要な機能を

有する主要設備の耐震安全性評価中間報告書を国に提出
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２．新耐震指針に照らした耐震安全性評価の流れ

 

Ｃ．施設等の耐震安全性評価 

地震随伴事象に対する考慮
（周辺斜面の安定性） 

基礎地盤安定性評価 

Ｂ．基準地震動Ssの策定 

震源を特定せず
策定する地震動 

敷地ごとに震源を特定し
て策定する地震動 

検討用地震の選定

応答スペクトルに
基づく地震動評価 

断層モデルを用いた
手法による地震動評価

Ａ．地質調査の実施・活断層の評価

基準地震動 Ss 
参照 

安全上重要な機器・配管系
の耐震安全性評価 

地震随伴事象に対する考慮
（津波に対する安全性）

地
震
動
の
超
過
確
率 

安全上重要な建物・構築物
の耐震安全性評価 重

要
度
分
類 

新
潟
県
中
越
沖
地
震
を
踏
ま
え
た
耐
震
安
全
性
評
価
に
反
映
す
べ
き
事
項 
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３．地質調査から基準地震動Ssの策定まで



5無断複製・転載禁止 東京電力

発電所敷地に影響を及ぼす地震

塩屋崎沖の地震③

 
（1938/11/5、M7.3）

塩屋崎沖の地震①

 
（1938/5/23、M7.0）

福島第二

福島第一

Ａ．双葉断層37km、M7.4
（内陸地殻内地震）

（旧指針では18km、M6.9）

Ａ．双葉断層37km、M7.4
（内陸地殻内地震）

（旧指針では18km、M6.9）

50km0

Ｃ．想定敷地下方の地震

 
（海洋プレート内地震、M7.1）

 

Ｃ．想定敷地下方の地震

 
（海洋プレート内地震、M7.1）

塩屋崎沖の地震②

 
（1938年福島県東方沖地震

 
1938/11/5、M7.5）

Ｂ．仮想塩屋崎沖の地震

 
（プレート間地震、塩屋崎沖の地震

 
①・②・③が連動、M7.9）

 
（旧指針ではM7.8）

 

Ｂ．仮想塩屋崎沖の地震

 
（プレート間地震、塩屋崎沖の地震

 
①・②・③が連動、M7.9）

 
（旧指針ではM7.8）

福島第一から30km

福島第二から30km

Ａ．内部地殻内地震

Ｂ．プレート間地震
Ｃ．海洋プレート内地震

その他の地震
福島盆地西縁断層帯による地震
57km、M7.8（旧指針ではM7.5)

その他の地震
井戸沢断層による地震
19.5km、M7.0（旧指針では14.5km）

活断層評価に関する凡例

従来評価
（福島第一原子力発電所

１～６号炉施設変更許可時）

今回評価
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■福島第一・福島第二サイトの基準地震動として，以下に示す３波を策定。

■Ss-1及びSs-2の鉛直方向の基準地震動は，水平方向の2/3とし，水平・鉛直
とも検討用地震の評価結果を包絡する応答スペクトルを設定。

■Ss-3の鉛直方向の基準地震動は，Noda et al.(2002)に基づき水平方向の応
答スペクトルを変換することにより設定。

Ss-1
（１F/2F共通）

●「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」のうち，内陸地殻
内地震・プレート間地震の評価結果を包絡。

●最大加速度振幅：450Gal
※検討用地震の評価結果が福島第一・福島第二で大差ないことから，

両サイト共通の基準地震動として策定。

Ss-2
（１F/2F個別）

●

 

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」のうち，海洋プレ
ート内地震の評価結果を包絡。

●最大加速度振幅：

 

600Gal
※検討用地震の断層モデルによる評価結果が福島第一・福島第二で

異なることから，各サイト個別の基準地震動として策定。

Ss-3
（１F/2F共通）

●加藤ほか(2004)に基づく「震源を特定せず策定する地震動」。
●最大加速度振幅：

 

450Gal
※両サイト共通の基準地震動として策定。

基準地震動Ssの策定

基準地震動Ssの策定方針
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４．原子炉建屋の耐震安全性評価
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建物・構築物や地盤の特性を適切に表現できるモデルを設定し、基準地震動

 Ssを用いた地震応答解析（時刻歴応答解析法）を実施。

図－１ａ

 

地震応答解析モデル（福島第一３号機） 図－１ｂ

 

入力地震動算定の概念図（水平方向）

原子炉建屋地震応答解析モデル

地下１階-2.06m

１階10.20m

２階18.70m

３階26.90m

４階32.30m

５階39.92m

ｸﾚｰﾝ階47.82m

Ｒ階55.72m

O.P.(m)
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原子炉建屋の耐震安全性評価結果

福島第一原子力発電所３号機

耐震壁のせん断ひずみは、最大で0.13×10-3（南北方向

 
１階、Ss-2時）であり、

 評価基準値(2.0×10-3）を超えないことを確認。
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図-2 福島第一３号機

 

耐震壁のせん断ひずみ
(Ss-2

 

南北方向)
図-3 福島第一３号機

 

耐震壁のせん断ひずみ
(Ss-2

 

東西方向)
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５．機器・配管系の評価対象設備
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評価対象設備（福島第一・３号機の事例）


 

原子炉を「止める」，「冷やす」，放射性物質を「閉じ込める」に

 係る安全上重要な機能を有する次の主要な施設

原子炉
圧力容器

制御棒
（挿入性）

炉心支持

 
構造物

主蒸気
系配管

原子炉
格納容器

残留熱除去

 
系ポンプ

「止める」
・制御棒（挿入性）
・炉心支持構造物

「冷やす」
・残留熱除去系ポンプ
・残留熱除去系配管

「閉じ込める」
・原子炉圧力容器
・主蒸気系配管
・原子炉格納容器

残留熱除去

 
系配管
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評価対象部位（福島第一・３号機の事例）

 
（１／３）

「止める」

 
炉心支持構造物 

シュラウドサポートレグ 

 
制御棒（挿入性） 

チャンネル 
ボックス 

上部格子板 

制御棒

炉心支持板 

燃料支持金具 
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評価対象部位（福島第一・３号機の事例）

 
（２／３）

「冷やす」

 

残留熱除去系配管

最大応力発生点

 

残留熱除去系ポンプ
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最大応力

 
発生点

主蒸気系配管

評価対象部位（福島第一・３号機の事例）

 
（３／３）

「閉じ込める」

 

 原子炉格納容器 

サンドクッション部 

原子炉圧力容器 

基礎ボルト
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６．機器の構造強度評価方法
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構造強度評価の評価方法および評価基準値

構造強度評価の評価方法


 

応答倍率法による評価や，スペクトルモーダル解析法や定式化

 された評価式を用いた解析法等による詳細評価を行い，基準地

 震動Ssにより設備に発生する応力を算出する。


 

基準地震動Ssにより設備に発生する応力※が，材料の許容され

 る強度（評価基準値）以下であることを確認する。

※1

 

地震以外の荷重についても，適切に考慮した上で評価を実施する。

構造強度評価基準値


 

「原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601－補・1984，

 JEAG4601－1987，JEAG4601－1991追補版」および

 「発電用原子力設備規格

 
設計・建設規格

 
JSME

 
S

 
NC1

 －2005」に準拠するとともに，ほかの規格基準で規定されて

 いる値および実験等で妥当性が確認されている値等も用いる。
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構造強度評価の流れ（１／２）

大型機器地震応答解析 建屋地震応答解析

床面の最大応答
加速度の算定

床応答
スペクトルの算定

地震力の算定
（加速度，せん断力，
モーメント，軸力）

応答倍率法による
評価

発生値が評価
基準値以下か

詳細評価
（スペクトルモーダル
解析法等による評価）

発生値が評価
基準値以下か

評価終了 詳細検討

YES YES

NONO

配管系

※

※応答倍率法による評価によら

 
ず，詳細評価する場合がある。
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地震荷重

モーメント

せん断力

軸力

加速度

震度

応答スペクトル

シュラウド

原子炉圧力容器

原子炉建屋模式図

地震応答解析

 
（炉内構造物解析モデル）

曲
げ
せ
ん
断
は
り

胴部局部

変形ばね
集中質量 

容器

ポンプ 配管

0.05 0.2 0.50.1 10

5

10

15

固有周期(s)

震
度

構造強度評価の流れ（２／２）
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炉内構造物の解析モデル例（福島第一原子力発電所３号機）


 

水平方向は，多質点モデル化し，それぞれの質点間を曲げ，

 せん断剛性を有するはり，ばねにより結合する。

炉内構造物の概要 炉内構造物のモデル化（水平方向）

モデル化
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床応答スペクトル例（福島第一原子力発電所３号機）


 

建物・構築物，大型機器の地震応答解析で得られた各位置の加速

 度応答時刻歴を用いて水平方向および鉛直方向について算出


 

算定にあたっては，地盤や建屋の物性等のばらつきが床応答に与

 える影響を考慮し，「原子力発電所耐震設計技術指針

 JEAG4601-1987」等を参考に周期軸方向に±10%拡幅

0.05 0.2 0.50.1 10

1

2

3

4

0.05 0.2 0.50.1 10

1

2

3

4

福島第一3号機

 

原子炉建屋水平方向
（O.P.-2.06m，減衰1.0％）

（Ss3波包絡）

福島第一3号機

 

原子炉建屋鉛直方向

（O.P.-2.06m，減衰1.0％）

（Ss3波包絡）

固有周期 [秒]

加
速
度

[ G
]

加
速
度

[ G
]

固有周期 [秒]

包絡（±10％拡幅）
Ss-1(UD)
Ss-2(UD)
Ss-3(UD)

包絡（±10％拡幅）
Ss-1(NS) Ss-1(EW)
Ss-2(NS) Ss-2(EW)
Ss-3(NS) Ss-3(EW)
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応答倍率法の基本的な考え方

応答倍率法とは

建設時の基準地震動から求めた『揺れの度合い』と基準地震動Ssから

 求めた『揺れの度合い』の比率（応答比）を算定して、設計時の応力に

 乗じることで許容基準値を超えるかどうかの目安判定を行う方法。

応答倍率法による算出応力が許容値を満足するか否か、明確な判断が困

 難な場合については詳細評価を行う。

応答倍率法の目的

評価作業を効率的に実施するため、設備の発生応力を簡便的に推定し、

 許容基準値を超えないことを速やかに確認する手法として応答倍率法を

 採用。

従って、応答倍率法で求めた発生応力は、地震による発生応力を厳密に

 求めて算出した値ではないが、詳細評価を行う設備を選定するスクリー

 ニングのための値であり、便宜上、発生応力として報告書に記載。
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応答比

応答加速度比を用いた評価
設備の発生応力値を算出するにあたり，加速度を用いる機器は，基準

 地震動Ssによる床応答スペクトル等からの加速度と，既往評価で用い

 た床応答スペクトル等からの加速度との比を応答比とする。

応答荷重比を用いた評価
設備の発生応力値を算出するにあたり，せん断力，モーメント，軸力

 を用いる機器は，基準地震動Ssによる地震力と既往評価の地震力との

 比を応答比とする。
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床応答スペクトル

応答加速度

周波数短

 

周波数長

Ｔを様々に変え

 
てαをプロット

最大の応答加速

 度をプロット

固有周期

応答加速度比（１／２）


 

床応答スペクトル

ｎ

 

階の応答加速度

ｎ 階フロア

T1 T2 T3 T4

α2

α2

T2

設備2の応答加速度

設備1
設備2

設備3
設備4

各設備の特性

 は固有周期T

 で代表

建屋をモデル化し入

 力地震動に対する

 各階の応答加速度

 を計算

床応答スペクトルを用いることにより，

 ｎ階にある設備の各固有周期Tiの最大

 応答加速度を容易に知ることができる
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応答加速度比（２／２）

福島第一３号機
代表プラントとして先行評価を行った福島第一5号機，福島第二4号機

 の国でのWGの審議等を踏まえ，応答加速度比を以下の方法で算出して

 いる。

CH0

 

：既往評価による水平方向評価震度

CH

 

：基準地震動Ssによる水平方向評価震度

CV0

 

：既往評価による鉛直方向評価震度

CV

 

：基準地震動Ssによる鉛直方向評価震度

CH0

CH

CＶ

CＶ０











V0

V

H0

H

C

C
,

C

C
MAX応答比
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応答荷重比（１／２）

 荷重を用いた設計の例

H
M

V

地震によって機器

 にかかる荷重

機器に働く応力

σt

σl

σr

M0：

σtM0
σlM0
σrM0
τlrM0

H0：

σtH0
σlH0
σrH0
τlrH0

V0：

σtV0
σlV0
σrV0
τlrV0

各成分をそれぞ

 
れ足し合わせる

σt0
σl0
σr0
τlr0

P0：

σtP0
σlP0
σrP0
τlrP0

σ10

σ20

σ30

主応力の算出

σ0

応力強さの算出

M：設計時のモーメント

H：設計時の水平力
V：設計時の鉛直力
P：設計時の地震以外による荷重
σt

 

： 周方向応力
σl

 

： 軸方向応力
σr

 

： 径方向応力
τlr： せん断応力
σ1，σ2，σ3

 

： 主応力
σ

 

： 応力強さ

・添字0は設計時の値であること示す。

・添字Mはモーメントによる値，Hは

 
水平力による値，Vは鉛直力による

 
値，Pは地震力以外による値を示す。

下式の解が主応力σ1，σ2，σ3となる。

σ3－(σt

 

+σl

 

+σr

 

)・σ2 + (σt・σl

 

+σl・σr

 

+ σr・σt－τlr

 

2)・σ－

σt・σl・σr

 

+σt・τlr
2+2τlr = 0

下式により応力強さを算出する。

σ = MAX｛ σ1－σ2  ， σ2－σ3  ， σ3－σ1   ｝
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応答荷重比（２／２）
 ケース1：設計と同等な評価の例

MSs：

αMσtM0
αMσlM0
αMσrM0
αMτlrM0

HSs：

αHσtH0
αHσlH0
αHσrH0
αHτlrH0

各成分をそれぞ

 
れ足し合わせる

σtSs
σlSs
σrSs
τSs

P ：
σtP0
σlP0
σrP0
τlrP0

σ1Ss

σ2Ss

σ3Ss

主応力の算出

σSs

応力強さの算出

応答荷重比を算出

0

Ss
M M

M
α

0

Ss
H H

H
α

0

Ss
V V

V
α

VSs：

αVσtV0
αVσlV0
αVσrV0
αVτlrV0

α：応答荷重比

添字SsはSs評価時の値を示す。

 ケース2：応答荷重比のうち最大倍率(αmax

 

)を設計時応力強さに乗じる簡便な方法の例

σSs

 

=αMAXσ0

応力強さの算出

 VHMMAX ,,MAX αααα 

応答荷重比を算出
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応答比を用いた評価について

既往評価での評価方法に応じて，以下の方法①または方法②で実施

地震以外による発生値 ＋ 地震による発生値

【方法①】：地震による発生値と地震以外による発生値が分離されている場合の取扱い

（工認時の耐震計算書）

Ssによる発生値 ＝ ×応答比

【方法②】：地震による発生値と地震以外による発生値の合計が示されている場合の取扱い

地震以外による発生値 ＋ 地震による発生値Ssによる発生値 ＝ ×応答比

地震以外の発生値＝自重，内圧による応力等

評価基準値

地震以外

方法②

地震

地震による発生値のみ
に応答比を乗じる

発生値全て
に応答比を乗じる

発
生
値

方法①

（工認時の耐震計算書）

（工認時の耐震計算書）

地震以外

地震 地震
＋

地震以外

地震
＋

地震以外

Ssによる発生値 Ssによる発生値
（工認時の耐震計算書）

既往評価での評価方法に応じて，以下の方法①または方法②で実施

地震以外による発生値 ＋ 地震による発生値

【方法①】：地震による発生値と地震以外による発生値が分離されている場合の取扱い

（工認時の耐震計算書）

Ssによる発生値 ＝ ×応答比

【方法②】：地震による発生値と地震以外による発生値の合計が示されている場合の取扱い

地震以外による発生値 ＋ 地震による発生値Ssによる発生値 ＝ ×応答比

地震以外の発生値＝自重，内圧による応力等

評価基準値

地震以外

方法②

地震

地震による発生値のみ
に応答比を乗じる

発生値全て
に応答比を乗じる

発
生
値

方法①

（工認時の耐震計算書）

（工認時の耐震計算書）

地震以外

地震 地震
＋

地震以外

地震
＋

地震以外

Ssによる発生値 Ssによる発生値
（工認時の耐震計算書）
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福島第一3号機
 

原子炉圧力容器（基礎ボルト）

今回実施した範囲

つり合い計算

原子炉圧力容器基礎ボルトに

作用する地震以外の荷重

（設計時の値）

PCV-RPV連成解析モデル

軸力

モーメント

せん断力

原子炉本体基礎

基礎ボルト

応力分類
算出値

[MPa]
評価基準値

[MPa]

引張 36 222

連成解析により

せん断力，モーメント，

 軸力を算出

つり合い計算により

応力算出



 

原子炉格納容器－原子炉圧力容器連成解析（以下，PCV-RPV連成解析）により，地震に

 よるせん断力，モーメント，軸力を算出する。また，地震以外の荷重については，設計

 時の値をそのまま用い，各荷重のつり合い計算により原子炉圧力容器基礎ボルトに発生

 する応力値を求める。

PCV-RPV連成解析

原子炉圧力容器基礎ボルトに作用

 
するせん断力，モーメント，軸力
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福島第一3号機
 

原子炉格納容器（サンドクッション部）

PCV-RPV連成解析モデル

せん断力

 

HSs
モーメント

 

MSs
鉛直震度

 

CVSs

連成解析により

せん断力，

モーメント，

鉛直震度を算出

応答比=MAX

=MAX(1.03，1.14，1.84)

=1.84










0

Ss

0

Ss

0

Ss

Cv

Cv
，

M

M
，

H

H

応答比算出

H0 ：設計時せん断力
M0 ：設計時モーメント
CV0 ：設計時鉛直震度

応力

分類

設計時

算出値

[MPa]

耐震安全性

評価時算出値

[MPa]

評価基準値

[MPa]

膜 108 199 255

設計時発生値に応答比を乗じ，
耐震安全性評価時の発生値を算出



 

PCV-RPV連成解析により地震によるせん断力，モーメント，鉛直震度が算出される。設

 計時の当該荷重，耐震安全性評価時の当該荷重をそれぞれ比較することにより，水平方

 向応答比，鉛直方向応答比を求め，それぞれの比のうち最大の値を応答比とする。設計

 時の発生値に応答比を乗じ，原子炉格納容器サンドクッション部の発生値を算出する。
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福島第一3号機
 

炉心支持構造物（シュラウドサポートレグ）

炉内構造物の連成解析モデル

連成解析により

せん断力，モーメン

 
ト，鉛直力を算出

せん断力

 

HSs
モーメント

 

MSs
鉛直力

 

VSs

モーメント比 =

= 0.39










0

Ss

M

M

鉛直力比

 

=

= 2.03










0

Ss

V

V

各方向地震成分に

 
応答比を乗じる

応力分類
算出値

[MPa]
評価基準値

[MPa]

軸圧縮 33 208



 

炉内構造物の連成解析により地震によるせん断力，モーメント，鉛直力が算出される。設

 計時の当該荷重，耐震安全性評価時の当該荷重をそれぞれ比較することにより，モーメン

 ト比，鉛直力比を求める。それらを設計時の軸圧縮応力の地震成分のうち，モーメントに

 よる成分，鉛直力による成分に乗じ，設計時の地震以外の成分と組合せることでシュラウ

 ドサポートレグの軸圧縮応力を算出する。

鉛直力

せん断力

モーメント

0

0 3303.239.0







V

M

VM 

：モーメントによる応力

：鉛直力による応力

：地震以外による応力
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福島第一3号機
 

残留熱除去系ポンプ（基礎ボルト）

原子炉建屋解析モデル

床応答スペクトル

ポンプ解析モデル

床応答
スペクトル作成

解析モデル

 
に入力

スペクトルモーダル

 
解析によりせん断力，

 
モーメント算出

つり合いの式に

 より応力算出

・せん断力

・モーメント

・鉛直震度
ポンプ設置

 
階の最大応

 
答加速度よ

 
り算出



 

水平方向に関して残留熱除去系ポンプは柔なので，当該ポンプ設置階の床応答スペクト

 ルに基づくスペクトルモーダル解析を実施し，ポンプ廻りの荷重（せん断力，モーメン

 ト）を算出する。鉛直方向に関しては剛なので，ポンプ設置階の最大応答加速度を評価

 用震度として評価に用いる。これらの荷重，評価用震度を踏まえた基礎ボルトに関する

 つり合い式により残留熱除去系ポンプ基礎ボルトの発生値を算出する。

応力分類
算出値※

[MPa]
評価基準値※

[MPa]

引張 42 185

0.05 0.2 0.50.1 10

1

2

3

4

固有周期 [秒]

加
速

度
[G

]

1F-3 OP-02.06M 
NSEW SS-3WVALL 1.0%

※ボルト類の内、評価基準値／算出値が

最も小さい電動機取付ボルトの値を記載
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７．配管系の強度評価方法
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配管系の評価

（1）モデル化

3次元多質点系モデルとする。

同一モデルに含める範囲は，アンカ※点からアンカ点までとする。

※アンカは3方向の動きや回転を拘束するもの

（2）評価方法

スペクトルモーダル解析法を用いる。

配管の解析モデル化の例

配管系の評価方法（１／３）
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配管系の評価方法（２／３）

①固有値解析：配管を３次元多質点モデルで解析し以下を求める

固有モード：

 

｛

 

｝：ベクトルを示す

各固有モードにおける固有周期:τi，刺激係数:βi

 iu



 
スペクトルモーダル法で評価

（３自由度の例）

1次振動モード

τ1，β1

２次振動モード

τ2，β2

３次振動モード

τ3，β3

u11

u13

u12

u21

u23

u22

u31

u33

u32

 1u  2u  3u

刺激係数βi ：各モードの振れ

やすさを表す値

②スペクトルモーダル法

床応答スペクトルを作成

配管の設置位置における建屋応答と評価対象

 の配管の減衰定数から作成

床応答スペクトルから各固有周期(τi )における応

 答加速度(αi )を読み取る

床応答スペクトル

 
の例

τ１ τ2 τｎ

α2

αｎ

α１

応答加速度

固有周期τ
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配管系の評価方法（３／３）

③各モードの重ね合わせ



 

スペクトルモーダル法により，各モードの荷重，

 モーメントを算出

【荷重の例】



 

モードの重ね合わせ（2乗和平方根）：

    iiii umF βα  ｍ：質量マトリクス

   


n

i
iMM

1

2

ℓF2

F3

F１
M２

M１

荷重のつり合いの例

④応力の計算

地震による荷重，内圧，自重等考慮し下式により1次応力

 を求める（第1種管の例）



 

直管部



 

管台及び
突合せ溶接式ティー

Zi
MipB

t
PDBS 201

2
: 

Zi ：管の断面係数

Zb, Zr ：分岐管，主管の断面係数

B1，B2，B2 b，B2 r ：応力係数

D0，ｔ

 

：管の外径，厚さ

P ：圧力

Mip ：機械的荷重（自重，地震）
によるモーメント

Mbp，Mrp ：分岐管，主管の

 

機械的

荷重によるモーメントZr
rMrpB

Zb
bMbpB

t
PDBS 2201

2
: 
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残留熱除去系配管モデル

最大応力
発生点


 

スペクトルモーダル解析により配管の応力発生値を算出する。

福島第一3号機
 

残留熱除去系配管

応力分類
算出値

[MPa]
評価基準値

[MPa]

一次 268 363

0.05 0.2 0.50.1 10

1

2

3

4

5

震
度

[G
]

固有周期[秒]

床応答スペクトル（減衰定数3.0％）

水平

鉛直

残留熱除去系配管の固有周期帯
1次固有周期：0.129秒
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0.05 0.2 0.50.1 10

1

2

3

4

震
度

[G
]

固有周期[秒]

床応答スペクトル（減衰定数2.0％） 主蒸気系配管モデル

水平

鉛直

主蒸気配管の固有周期帯
1次固有周期：0.216秒

最大応力
発生点


 

スペクトルモーダル解析により配管の応力発生値を算出する。

福島第一3号機
 

主蒸気系配管

応力分類
算出値

[MPa]
評価基準値

[MPa]

一次 183 417



40無断複製・転載禁止 東京電力

８．制御棒挿入性の評価方法
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制御棒挿入性関係模式図

チャンネルボックス

制御棒

炉心支持板

燃料支持金具

上部格子板

制御棒

炉心支持板

上部格子板

燃料集合体

炉内構造物模式図
制御棒挿入時模式図(イメージ)
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
 

福島第一原子力発電所3号機の制御棒について試験


 

ボロンカーバイド型


 

試験条件

制御棒挿入試験方法(1/２)
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制御棒挿入試験方法(2/２)


 

試験装置の例

加振

制御棒

挿入
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燃
料
集
合
体

燃
料
集
合
体

図1 完全に引き抜かれた状態 図２

 
完全に挿入された状態

燃
料
集
合
体

燃
料
集
合
体

チャンネルボックス
外壁間スキ約20mm

制御棒ブレード
厚み

 

約8mm

制御棒挿入試験のイメージ図(１/２)
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図3 地震時、挿入開始 図4 途中で摩擦と変形による抵抗発生

この間にはスムーズ

な挿入が続く時間が

ある

相対変位

制御棒挿入試験のイメージ図(２/２)
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
 

試験結果


 

燃料集合体の相対変位が約40mmにおいて通常運転時のスクラム仕

 様値である90%ストローク3.5秒以内であることが確認でき、試験

 後において制御棒の外観に有意な変化がないことを確認。

制御棒挿入試験の結果

燃料集合体相対変位のスクラム時間に与える影響

ス
ク

ラ
ム

時
間

（
S

）

燃料集合体相対変位（mm）

３．５秒
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制御棒挿入性の評価方法および評価基準値

制御棒挿入性の評価方法


 

制御棒の挿入性については、実規模大の試験装置により、実際

 に揺らした状態で確認しており、最大振幅４０ｍｍまでの揺れ

 でも規定時間に余裕をもって制御棒が挿入されることを確認し

 ている。


 

評価では、基準地震動Ssによる燃料集合体の相対変位を求め、

 その相対変位が試験により挿入性が確認された相対変位以下で

 あることを確認。

制御棒挿入性の評価基準値


 

制御棒挿入性評価に用いる評価基準値は，試験により挿入性が確

 認されている最大振幅４０ｍｍを用いている。
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制御棒挿入性の評価の流れ
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福島第一3号機
 

燃料集合体相対変位計算

炉内構造物連成解析モデル 地震時燃料相対変位

燃料集合体の

相対変位を算出

燃料集合体


 

炉内構造物練成解析モデルを用いて，基準地震動発生時における燃

 料集合体の相対変位を算出。

1F-3燃料集合体相対変位

19

20

21

22

23

24

0 5 10 15 20

相対変位(mm)

高
さ

　
O

.P
.(m

)
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EW
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９．機器・配管系の耐震安全性評価結果
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安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価


 

評価結果（福島第一３号機）
基準地震動Ssによる応答値，相対変位が評価基準値以下であることを

 確認した。


 

構造強度評価

評価対象設備 評価部位 算出値

 （MPa）
基準値

 （MPa）

原子炉圧力容器 基礎ボルト 36 222

原子炉格納容器 ドライウェル 199 255

炉心支持構造物 シュラウドサポート 33 208

残留熱除去系ポンプ 基礎ボルト 42 185

残留熱除去系配管 配管 26８ 363

主蒸気系配管 配管 183 417


 

動的機能維持評価

評価対象設備 地震時の相対変位（mm） 基準値（mm）

制御棒（挿入性） 14.8 40.0
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応力に及ぼす地震力の影響について

地震力の影響（１Ｆ－３）

評価対象設備 評価部位
考慮すべき荷重※1

発生応力※1 裕度※1

地震力以外※２ 地震力

原子炉圧力容器 基礎ボルト ３ １３ １６ ８４

原子炉格納容器 ドライウェル ２２ ５６ ７８ ２２

炉心支持構造物
シュラウド

サポート
１ １４ １５ ８５

残留熱除去系ポンプ 基礎ボルト ３ ２０ ２３ ７７

残留熱除去系配管 配管 ３０ ４４ ７４ ２６

主蒸気系配管 配管 ２３ ２１ ４４ ５６

※1 許容応力を100とした場合の応力の割合（%）
※2 スクラム反力等の活荷重を含む

耐震安全性評価（中間報告）における、福島第一３号機の発生応力について、

 評価基準値を１００とした場合の荷重毎の発生応力の割合を以下に示す。
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１０．参考資料：構造強度評価の裕度について

スペクトルモーダル法による解析

減衰定数に関する説明

解析モデルに関する説明

材料強度に関する説明

耐震設計裕度に関する実証試験
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スペクトルモーダル法による解析
 

（１／２）

スペクトルモーダル法を用いた設計手法の裕度について

各モードの時間変化は考えず，設備の各固有周期の最大応答を自乗和平方根

得られた床応答スペクトルを±10％拡幅したものより設備の各固有周期の最大応

 答加速度を求めている

 １０％の根拠⇒床応答スペクトルに影響を与える因子（地盤物性，建屋剛性等）の変動を

 カバーできる
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設計時は，設備数が膨大であり，簡便な

 
設計手法を採用

最大応力算出

スペクトルモーダル法

時々刻々変化する荷重を，機器の固有周期における最大荷重の重ね合わせ

 として設定し解析を行うことで，保守性を確保

応答スペクトル解析 応答スペクトル解析

水平NS-上下と水平EW-上下で

 組合せ大きい値を採用

配管モデル（３次元）に入力
時刻歴解析

最大応力算出

時刻歴解析

時間を考慮して３次元データを入力する

 
ため，より現実に近い解析が可能

スペクトルモーダル法による解析
 

（２／２）
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
 

配管の減衰定数の例（配管区分Ⅰ：スナッバ主体，保温材あり）



 
JEAGで規定される減衰定数は計測データの下限値で定められている

計測データに基づく現

 
実的な減衰値

平均

 

５％程度

現行JEAG4601の減衰定数：2.5％（保温有り）

～S58.4
一律

 

0.5％（当時の米国の値）

減衰定数に関する説明

平均的な余裕

「配管系設計用減衰定数の適正化に関する調査報告書」

 
（原子力発電耐震設計専門部会，H14．3）より抜粋
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プラント建設に当たっては，設備数が膨大であるため，簡便な設計手

 法を採用している（配管系の例）

現実的な解析モデル

○シェル要素によるモデル化

○サポート個々の実剛性を反映

○機器取合い部剛性を考慮

現行解析モデル

○質点ばね系の簡易モデル

○サポートの剛性は一律標準剛性

○機器取合い部固定点（アンカ）扱い

解析モデルに関する説明


 

解析モデル

応力の厳しい箇

 
所はシェル要素

 
によるモデル化

機器取合い部をアンカ（固定

 
点）とせず，剛性を反映

サポート剛性に一律標準値を

 
用いず個々の実剛性を反映
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※２Ｆ４

 

原子炉圧力容器基礎ボルト他材料試験成績表（抜粋）より作成

鋼材等は設計値を上回るように製作するために，部材の実強度は設計で

 用いる強度に対して保守性を確保

２Ｆ－４号機

 

原子炉圧力容器基礎ボルト他の設計基準強度と実強度の比率

材料強度に関する説明

材料証明書に

 基づく実強度
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試験体は耐震上重要な実機配管系の構造的特徴及び振動

 
特性を模擬した

 もので、一般的な特徴を有する配管（200A、Sch40※1）に水圧をかけた

 状態で加振して、配管の振動、曲がり部の変形、応力等を計測。
設計用基準地震動S2に対する許容応力及びそれを上回る応力※2を発生さ

 せる地震波で加振を行い、配管破損による漏水がないことを確認。

設計手法の確認試験体

※1

 

配管用鋼管の肉厚に関する指標（JIS規格等）

 

。200A、Sch40では肉厚8.2mm。
※2

 

許容応力の1.5～4倍以上となる加振試験を実施。

試験時期 縮尺 試験体重量

2002年 1/1 約200[t]

耐震設計裕度に関する実証試験

参考文献「多度津工学試験所の歴史と役割（財団法人

 

原子力発電機構）」
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